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統計からみた

東白川村
の現状

岐阜県環境エネルギー生活部統計課
2025年7月更新

総面積㎢ 割合％ 順位

87.09 0.82 24

※割合：県全体に占める割合



➢2

東白川村の人口は減少が続いている

2010年：2,514人 → 2015年：2,261人（△253人）
2015年：2,261人 → 2020年：2,016人（△245人）
人口順位：県内41位 県人口に占める割合：0.2％（1990年）→0.1％（2020年）

※各年10月1日現在
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➢3

全ての世代で人口が減少している

東白川村 岐阜県 県内順位

0～14歳 △ 50 △ 59 0～14歳 9.2% 12.3% 39位

15～64歳 △ 148 △ 143 15～64歳 45.7% 57.3% 40位

65歳以上 △ 55 △ 43 65歳以上 45.1% 30.4% 3位

人口の

増減数

2010→

2015年

2015→

2020年

年齢３区分別人口の割合　(2020年)

※各年10月1日現在の数値。2010年(平成22年)までは年齢不詳を含まない。2015年(平成27年）以降は年齢不詳補完値。
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人口に占める65歳以上人口の割合 1990年：23.3％（1位） → 2020年：45.1％（3位）

厚みのある中高年層が65歳以上となり、高齢者はさらに増加するとみられる。

男 女

出典：総務省「2020年国勢調査（不詳補完値）」

若い世代が少なく、中高年層に大きな厚みのある年齢構造
50代後半～80代の人口が多い

20代の若者が
少ない

2020年国勢調査からみた人口ピラミッド

＜岐阜県全体の人口構成＞
・0～14歳  ：12.3％
・15～64歳：57.3％
・65歳以上 ：30.4％

＜構成比の県内順位＞
・0～14歳人口  ：39位
・15～64歳人口：40位
・65歳以上人口 ：  3位
※数値の大きい順

人口(人） 構成比（%）
総人口 2,016 100.0
０～１４歳 185 9.2
１５～６４歳 921 45.7
６５歳以上 910 45.1
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1991年以降、死亡数が出生数を上回る自然減少が続く

2023年の自然動態：出生数10人 死亡数34人 24人の自然減少
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2005年以降、転出超過傾向

2024年の社会動態：転入40人 転出69人 29人の転出超過

※転入転出数は前年10月1日～同年9月30日の合計
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職業上、結婚等及び学業上を理由とした転出超過が多く見られる

出典：岐阜県「岐阜県人口動態統計調査」「岐阜県転入転出理由実態調査」 （不詳＝外国人＋職権、環境・利便等＝生活環境の利便＋自然環境＋交通の利便）
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➢8
出典：総務省「国勢調査」、2025年以降は国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口(令和5年推計)」

参考：将来の人口の見通し（総人口の推移）
国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口(令和5年推計)」 
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出典：総務省「国勢調査」、2025年以降は国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口(令和5年推計)」
注：2015年、2020年の年齢３区分別人口は、不詳補完値。

参考：将来の人口の見通し（年齢3区分別人口の推移）
国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口(令和5年推計)」
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各市町村の人口に占める外国人の割合

出典：法務省出入国在留管理庁「在留外国人統計（2024年6月末現在）」、割合は岐阜県「人口動態統計調査」による推計人口（2024年7月1日現在）により算出。
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人口に占める外国人の割合は0.8％（県内42位）

岐阜県の外国人住民数71,617人のうち、東白川村の外国人住民数（15人）は0.02％を占める



85
125

162 154 139 168 194

374

383

392 398
388

404 383

439
414

377
348

307 240 199

898
922 931

900

834
812

776

0

100

200

300

400

500

600

700

800

900

1,000

1990 1995 2000 2005 2010 2015 2020

（世帯）

（年）

家族類型別一般世帯数の推移 （東白川村）

その他

核家族世帯

単独世帯

➢11
出典：総務省「国勢調査」

注：一般世帯は、病院、社会福祉施設などで生活する人を除いたもの。

単独世帯は1990年以降の30年間で2.3倍に。  
１世帯当たり人員数：2.99人（2010年）→2.57人（2020年 県内20位）

３世代世帯
107世帯

一般世帯数に占め
る割合13.8％
（高い方から県内7位）

一般世帯数は減少を続けており、1世帯当たり人員数も減少
単独世帯は増加傾向
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出典：総務省「国勢調査」

高齢夫婦世帯や高齢単身世帯が大きく増加

1990年以降の30年間で高齢夫婦世帯は1.9倍、高齢単身世帯は3.0倍に増加。

（注）・高齢夫婦世帯は夫65歳以上、 妻60歳以上の夫婦1組のみの一般世帯 

・高齢単身世帯は65歳以上の人一人のみの一般世帯

高齢夫婦世帯が一般世帯総数に占める割合
21.1％（高い方から県内2位）
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東白川村の総生産は57億円
１人当たり市町村民所得は270万5千円

総生産は県（名目8兆2252億円）の0.1％、県内42位
１人当たり市町村民所得は県（319万2千円）の84.7％、県内40位

※１人当たり所得には企業所得等を含み、市町村全体の経済水準を示すもの
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第2次産業が32％、第3次産業が57％を占める産業構造

製造業、建設業の割合が高い
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産業別の従業者数は、製造業が31.9％と最も多く、
次いで建設業が17.3％を占める

出典：総務省「令和3年(2021年)経済センサス-活動調査」
注：事業内容等が不詳の事業所を除く。公務を除く。

その他＝農林漁業＋鉱業
＋電気・ガス・熱供給・水道業
＋情報通信業
＋不動産業，物品賃貸業
＋学術研究，専門・技術サービス業
＋複合サービス業
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産業別従業者でみると、全国と比べて、
農林漁業、建設業の特化係数が高いことが特徴

出典：総務省「令和3年(2021年)経済センサス-活動調査」
注）事業内容等が不詳の事業所を除く。公務を除く。

従業者数

(人) 構成比 全国=1.00 県=1.00

総数 166 894 100.0 1.00 1.00

農林漁業 5 126 14.1 18.00 13.04

鉱業 0 0 0.0 0.00 0.00

建設業 41 155 17.3 2.69 2.54

製造業 35 285 31.9 2.10 1.29

電気･ガス･熱供給･水道業 2 3 0.3 0.96 1.09

情報通信業 1 26 2.9 0.85 3.89

運輸業，郵便業 0 0 0.0 0.00 0.00

卸売業，小売業 27 101 11.3 0.56 0.59

金融業，保険業 2 14 1.6 0.61 0.68

不動産業，物品賃貸業 3 1 0.1 0.04 0.06

学術研究，専門・技術サービス業 4 5 0.6 0.15 0.25

宿泊業，飲食サービス業 16 86 9.6 1.19 1.18

生活関連サービス業，娯楽業 12 19 2.1 0.57 0.53

教育，学習支援業 3 9 1.0 0.30 0.38

医療，福祉 4 45 5.0 0.36 0.38

複合サービス事業 2 9 1.0 1.34 1.11

サービス業（他に分類されないもの） 9 10 1.1 0.12 0.16

産業別従業者数の
構成比による特化係数

産業別事業所数、従業者数　（東白川村　2021年)

事業所数



51 

36 

33 

43 

35 

31 

37 36 

33 

45 

39 

36 

30 30 
28 

31 

36 
37 

38 

33 

29 

25 

30 30 

36 37 

0

10

20

30

40

50

60

1997 98 99 2000 01 02 03 04 05 06 07 08 09 2010 11 12 13 14 15 16 17 18 19 2020 21 22

（億円）

製造業製造品出荷額等の推移 ( )

（年）

東白川村

➢17

2022年の製造品出荷額等は、37億円

出典：総務省・経済産業省「経済構造実態調査 製造業事業所調査」（全事業所、個人経営を含まない）
1997年～2019年は経済産業省「工業統計」（従業者4人以上）、ただし2011年、2015年、2020年は総務省「経済センサス-活動調査」 （従業者4人以上）

   注：「経済構造実態調査 製造業事業所調査」 と「工業統計」、 「経済センサス-活動調査」は集計範囲等が異なるため単純比較できない。
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製造業の従業者数は、減少傾向にあったが、近年はほぼ横ばい

出典：総務省・経済産業省「経済構造実態調査 製造業事業所調査」（全事業所、個人経営を含まない）
1998年～2020年は経済産業省「工業統計」（従業者4人以上）、ただし2012年、2016年、2021年は総務省「経済センサス-活動調査」 （従業者4人以上）

   注：「経済構造実態調査 製造業事業所調査」 と「工業統計」、「経済センサス-活動調査」は集計範囲等が異なるため単純比較できない。
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「その他」中で従業者数が多い業種は
「電気機械」（製造業全体に占める割合38.5%）

出典：総務省「令和3年(2021年)経済センサス-活動調査-」（4人以上）
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木材・家具等が37.5％と最も多く、
次いで飲料・飼料製造業が6.0％を占める

出典：総務省「令和3年(2021年)経済センサス-活動調査」（従業者4人以上）
注1： 「一般機械」＝はん用機械器具＋生産用機械器具＋業務用機械器具
注2： 「木材・家具等」＝木材・木製品製造業（家具を除く）＋家具・装備品製造業
注3：事業所数が少ないため製造品出荷額が秘匿となっている業種は「その他」に含む。

また、 「一般機械」、 「木材・家具等」は、内訳の業種に秘匿がある場合は、その業種の製造品出荷額は合算していない。（「その他」に含む）
注4：単位未満を四捨五入しているため、合計は100％とならない場合がある。
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